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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第14期
第３四半期
連結累計期間

第15期
第３四半期
連結累計期間

第14期

連結会計期間
自 2015年４月１日
至 2015年12月31日

自 2016年４月１日
至 2016年12月31日

自 2015年４月１日
至 2016年３月31日

経常収益 （百万円） 3,345,376 3,812,495 4,579,076

正味収入保険料 （百万円） 2,498,279 2,538,961 3,265,578

経常利益 （百万円） 250,238 315,792 385,825

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 180,914 228,134 254,540

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 9,371 1,558 △14,543

純資産額 （百万円） 3,536,851 3,402,087 3,512,656

総資産額 （百万円） 21,931,942 22,103,718 21,855,328

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 239.71 302.40 337.27

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 239.48 302.14 336.92

自己資本比率 （％） 16.00 15.28 15.94

 

 
回次
 

第14期
第３四半期
連結会計期間

第15期
第３四半期
連結会計期間

 
連結会計期間

 

自 2015年10月１日
至 2015年12月31日

自 2016年10月１日
至 2016年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 126.28 96.68

（注）当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

　　りません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社、子会社および関連会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　本項に含まれる将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであ

ります。

(1)　業績の状況

　当第３四半期連結累計期間の世界経済は、米大統領選挙におけるトランプ氏の勝利を受け、積極的な財政政策

への期待等から景況感の改善もみられ、欧米を中心に緩やかな景気回復が続きました。

　わが国経済は、個人消費の回復には力強さが欠けるものの、生産や輸出が持ち直しており、景気は緩やかに回

復しました。

　このような情勢のもと損害保険・生命保険を中心に事業展開を行った結果、当第３四半期連結累計期間の連結

経営成績は以下のとおりとなりました。

　保険引受収益3兆3,092億円、資産運用収益4,203億円などを合計した経常収益は、前第３四半期連結累計期間に

比べて4,671億円増加し、3兆8,124億円となりました。一方、保険引受費用2兆8,230億円、資産運用費用586億

円、営業費及び一般管理費6,021億円などを合計した経常費用は、前第３四半期連結累計期間に比べて4,015億円

増加し、3兆4,967億円となりました。

　この結果、経常利益は前第３四半期連結累計期間に比べて655億円増加し、3,157億円となりました。

　経常利益に特別利益、特別損失、法人税等合計などを加減した親会社株主に帰属する四半期純利益は、前第３

四半期連結累計期間に比べて472億円増加し、2,281億円となりました。

 

 報告セグメント別の状況は以下のとおりであります。

 

[国内損害保険事業]

 国内損害保険事業におきましては、経常収益は前第３四半期連結累計期間に比べて511億円減少し、1兆9,921億

円となりました。経常収益から正味支払保険金9,464億円などの経常費用を差し引いた経常利益は、前第３四半期

連結累計期間に比べて697億円増加し、2,148億円となりました。国内損害保険事業における保険引受の状況は、

以下のとおりであります。

 

（保険引受の状況）

①　元受正味保険料（含む収入積立保険料）

区分

前第３四半期連結累計期間

（自　2015年４月１日

　　至　2015年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　2016年４月１日

　　至　2016年12月31日）

金額

（百万円）

構成比

（％）

対前年増減

(△)率(％)

金額

（百万円）

構成比

（％）

対前年増減

(△)率(％)

 火災保険 306,205 15.65 12.92 280,646 14.34 △8.35

 海上保険 52,730 2.69 0.43 45,483 2.32 △13.74

 傷害保険 239,466 12.24 4.56 232,479 11.88 △2.92

 自動車保険 852,582 43.57 4.42 871,743 44.55 2.25

 自動車損害賠償責任保険 218,335 11.16 2.63 219,968 11.24 0.75

 その他 287,643 14.70 8.64 306,261 15.65 6.47

合計

（うち収入積立保険料）

1,956,964

(97,840)

100.00

(5.00)

5.97

(9.49)

1,956,582

(91,802)

100.00

(4.69)

△0.02

(△6.17)

　（注）１．諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。

　　　　２．元受正味保険料（含む収入積立保険料）とは、元受保険料から元受解約返戻金および元受その他

           返戻金を控除したものであります。（積立型保険の積立保険料を含みます。）
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②　正味収入保険料

区分

前第３四半期連結累計期間

（自　2015年４月１日

　　至　2015年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　2016年４月１日

　　至　2016年12月31日）

金額

（百万円）

構成比

（％）

対前年増減

(△)率(％)

金額

（百万円）

構成比

（％）

対前年増減

(△)率(％)

 火災保険 240,086 13.92 17.83 211,158 12.37 △12.05

 海上保険 49,905 2.89 3.31 43,340 2.54 △13.15

 傷害保険 144,156 8.36 2.89 143,099 8.39 △0.73

 自動車保険 849,754 49.25 4.53 869,123 50.93 2.28

 自動車損害賠償責任保険 230,673 13.37 4.18 223,977 13.13 △2.90

 その他 210,777 12.22 2.95 215,770 12.64 2.37

合計 1,725,353 100.00 5.77 1,706,470 100.00 △1.09

　（注）諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。

 

③　正味支払保険金

区分

前第３四半期連結累計期間

（自　2015年４月１日

　　至　2015年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　2016年４月１日

　　至　2016年12月31日）

金額

（百万円）

構成比

（％）

対前年増減

(△)率(％)

金額

（百万円）

構成比

（％）

対前年増減

(△)率(％)

 火災保険 131,554 13.77 △0.38 117,216 12.38 △10.90

 海上保険 28,222 2.95 9.16 25,169 2.66 △10.82

 傷害保険 65,020 6.81 0.63 62,642 6.62 △3.66

 自動車保険 454,504 47.57 1.94 454,983 48.07 0.11

 自動車損害賠償責任保険 174,269 18.24 △0.83 172,469 18.22 △1.03

 その他 101,879 10.66 13.99 114,009 12.05 11.91

合計 955,451 100.00 2.35 946,490 100.00 △0.94

　（注）諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。
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[国内生命保険事業]

　国内生命保険事業におきましては、経常収益は前第３四半期連結累計期間に比べて2,323億円増加し、5,327億

円となりました。経常収益から生命保険金等2,861億円などの経常費用を差し引いた経常利益は、前第３四半期連

結累計期間に比べて57億円減少し、179億円となりました。国内生命保険事業における保険引受の状況は、以下の

とおりであります。

 

（保険引受の状況）

①　保有契約高

区分

前連結会計年度

（2016年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（2016年12月31日）

金額

（百万円）

金額

（百万円）

対前年度末増減

(△)率(％)

 個人保険 24,608,641 25,596,734 4.02

 個人年金保険 3,201,597 2,948,102 △7.92

 団体保険 2,606,825 2,569,402 △1.44

 団体年金保険 3,440 3,366 △2.15

　（注）１．諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。

　　　　２．個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始

　　　　　　後契約の責任準備金を合計したものであります。

　　　　３．団体年金保険については、責任準備金の金額であります。

 

②　新契約高

区分

前第３四半期連結累計期間

（自　2015年４月１日

　　至　2015年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　2016年４月１日

　　至　2016年12月31日）

新契約＋転換

による純増加

（百万円）

新契約

（百万円）

転換による

純増加

（百万円）

新契約＋転換

による純増加

（百万円）

新契約

（百万円）

転換による

純増加

（百万円）

 個人保険 2,051,706 2,051,706 － 2,482,523 2,482,523 －

 個人年金保険 272,324 272,324 － 73,446 73,446 －

 団体保険 34,973 34,973 － 26,518 26,518 －

 団体年金保険 － － － － － －

　（注）１．諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。

　　　　２．新契約の個人年金保険の金額は、年金支払開始時における年金原資の額であります。
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[海外保険事業]

　海外保険事業におきましては、経常収益は前第３四半期連結累計期間に比べて1,572億円増加し、1兆2,582億円

となりました。経常収益から正味支払保険金3,500億円などの経常費用を差し引いた経常利益は、前第３四半期連

結累計期間に比べて12億円増加し、783億円となりました。海外保険事業における保険引受の状況は、以下のとお

りであります。

 

（保険引受の状況）

①　正味収入保険料

区分

前第３四半期連結累計期間

（自　2015年４月１日

　　至　2015年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　2016年４月１日

　　至　2016年12月31日）

金額

（百万円）

構成比

（％）

対前年増減

(△)率(％)

金額

（百万円）

構成比

（％）

対前年増減

(△)率(％)

 火災保険 225,641 29.19 23.48 168,109 20.19 △25.50

 海上保険 31,482 4.07 △9.18 28,703 3.45 △8.83

 傷害保険 15,795 2.04 △13.42 25,583 3.07 61.97

 自動車保険 176,574 22.84 2.29 175,167 21.04 △0.80

 その他 323,497 41.85 15.75 434,976 52.25 34.46

合計 772,990 100.00 12.39 832,541 100.00 7.70

　（注）諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。

 

②　正味支払保険金

区分

前第３四半期連結累計期間

（自　2015年４月１日

　　至　2015年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　2016年４月１日

　　至　2016年12月31日）

金額

（百万円）

構成比

（％）

対前年増減

(△)率(％)

金額

（百万円）

構成比

（％）

対前年増減

(△)率(％)

 火災保険 74,153 25.76 △13.83 73,369 20.96 △1.06

 海上保険 17,587 6.11 15.79 14,591 4.17 △17.04

 傷害保険 8,166 2.84 22.61 10,046 2.87 23.03

 自動車保険 91,581 31.81 7.39 95,787 27.36 4.59

 その他 96,399 33.48 15.43 156,246 44.64 62.08

合計 287,889 100.00 4.05 350,042 100.00 21.59

　（注）諸数値はセグメント間の内部取引相殺前の金額であります。
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（参考）全事業の状況

 

①　元受正味保険料（含む収入積立保険料）

区分

前第３四半期連結累計期間

（自　2015年４月１日

　　至　2015年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　2016年４月１日

　　至　2016年12月31日）

金額

（百万円）

構成比　

（％）

対前年増減

(△)率(％)

金額

（百万円）

構成比　

（％）

対前年増減

(△)率(％)

 火災保険 481,502 18.42 10.65 435,672 15.90 △9.52

 海上保険 87,165 3.34 △6.11 84,218 3.07 △3.38

 傷害保険 256,798 9.83 3.53 259,762 9.48 1.15

 自動車保険 990,366 37.90 3.49 1,005,339 36.70 1.51

 自動車損害賠償責任保険 218,335 8.35 2.63 219,968 8.03 0.75

 その他 579,238 22.16 12.80 734,428 26.81 26.79

合計

（うち収入積立保険料）

2,613,407

(97,840)

100.00

(3.74)

6.27

(9.49)

2,739,389

(91,802)

100.00

(3.35)

4.82

(△6.17)

　（注）１．諸数値はセグメント間の内部取引相殺後の金額であります。

　　　　２．元受正味保険料（含む収入積立保険料）とは、元受保険料から元受解約返戻金および元受その他

　　　　　　返戻金を控除したものであります。（積立型保険の積立保険料を含みます。）

 

②　正味収入保険料

区分

前第３四半期連結累計期間

（自　2015年４月１日

　　至　2015年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　2016年４月１日

　　至　2016年12月31日）

金額

（百万円）

構成比　

（％）

対前年増減

(△)率(％)

金額

（百万円）

構成比　

（％）

対前年増減

(△)率(％)

 火災保険 465,719 18.64 20.50 379,260 14.94 △18.56

 海上保険 81,387 3.26 △1.91 72,043 2.84 △11.48

 傷害保険 159,948 6.40 1.01 168,676 6.64 5.46

 自動車保険 1,026,288 41.08 4.14 1,044,263 41.13 1.75

 自動車損害賠償責任保険 230,673 9.23 4.18 223,977 8.82 △2.90

 その他 534,262 21.39 10.34 650,739 25.63 21.80

合計 2,498,279 100.00 7.73 2,538,961 100.00 1.63

　（注）諸数値はセグメント間の内部取引相殺後の金額であります。

 

③　正味支払保険金

区分

前第３四半期連結累計期間

（自　2015年４月１日

　　至　2015年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　2016年４月１日

　　至　2016年12月31日）

金額

（百万円）

構成比　

（％）

対前年増減

(△)率(％)

金額

（百万円）

構成比　

（％）

対前年増減

(△)率(％)

 火災保険 205,708 16.55 △5.69 190,585 14.70 △7.35

 海上保険 45,790 3.68 11.64 39,742 3.07 △13.21

 傷害保険 73,072 5.88 2.68 72,584 5.60 △0.67

 自動車保険 546,085 43.93 2.82 550,771 42.49 0.86

 自動車損害賠償責任保険 174,269 14.02 △0.83 172,469 13.30 △1.03

 その他 198,277 15.95 14.69 270,226 20.84 36.29

合計 1,243,204 100.00 2.74 1,296,379 100.00 4.28

　（注）諸数値はセグメント間の内部取引相殺後の金額であります。
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(2)　キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5)　従業員数

　当第３四半期連結累計期間において、グループ一体経営の強化を目的として子会社からの出向者が増加したこ

と等により、当社の従業員数は、国内損害保険事業を中心に111名増加し585名となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,300,000,000

計 3,300,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2016年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2017年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 757,524,375 757,524,375
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数 100株

計 757,524,375 757,524,375 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2016年10月１日～

2016年12月31日
－ 757,524,375 － 150,000 － 1,511,485

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

東京海上ホールディングス株式会社(E03847)

四半期報告書

 9/24



（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直近の基準日（2016年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

2016年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　2,571,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　753,699,500 7,536,995 －

単元未満株式 普通株式　　1,253,075 － －

発行済株式総数 757,524,375 － －

総株主の議決権 － 7,536,995 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の「株式数」には証券保管振替機構名義の株式2,600株が、「議決権の数」に

は同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数26個が含まれております。

 

②【自己株式等】

2016年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

東京海上ホールディング

ス株式会社

東京都千代田区丸の

内一丁目２番１号
2,565,300 － 2,565,300 0.34

海上商事株式会社
東京都渋谷区代々木

二丁目11番15号
6,500 － 6,500 0.00

計 － 2,571,800 － 2,571,800 0.34

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）ならびに同規則第61条および第82条の規定に基づき「保険業法施行規則」（平成８年大蔵省令第５号）に

準拠して作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自　2016年10月１日　

至　2016年12月31日）および第３四半期連結累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年12月31日）に係る四半期連

結財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、従来より当社が監査証明を受けているＰｗＣあらた監査法人は、監査法人の種類の変更により、2016年７月

１日をもってＰｗＣあらた有限責任監査法人となりました。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2016年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2016年12月31日)

資産の部   

現金及び預貯金 1,031,610 782,689

コールローン 21,000 －

買現先勘定 4,999 24,999

債券貸借取引支払保証金 21,597 21,261

買入金銭債権 1,345,859 1,225,283

金銭の信託 63,049 84,316

有価証券 15,457,012 15,990,343

貸付金 878,951 1,181,294

有形固定資産 277,413 278,259

無形固定資産 1,022,112 814,064

その他資産 1,692,808 1,668,896

退職給付に係る資産 12,440 13,850

繰延税金資産 33,558 27,096

支払承諾見返 9,026 2,465

貸倒引当金 △16,111 △11,105

資産の部合計 21,855,328 22,103,718

負債の部   

保険契約準備金 15,144,114 15,008,612

支払備金 2,663,123 2,520,448

責任準備金等 12,480,991 12,488,164

社債 77,677 63,303

その他負債 2,291,591 2,809,030

退職給付に係る負債 242,952 246,792

役員退職慰労引当金 21 23

賞与引当金 57,355 38,163

特別法上の準備金 88,144 92,584

価格変動準備金 88,144 92,584

繰延税金負債 361,960 378,498

負ののれん 69,827 62,156

支払承諾 9,026 2,465

負債の部合計 18,342,671 18,701,630

純資産の部   

株主資本   

資本金 150,000 150,000

利益剰余金 1,531,072 1,672,036

自己株式 △10,742 △34,738

株主資本合計 1,670,329 1,787,297

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,601,187 1,746,843

繰延ヘッジ損益 19,870 12,938

為替換算調整勘定 210,134 △158,082

退職給付に係る調整累計額 △16,796 △12,561

その他の包括利益累計額合計 1,814,395 1,589,138

新株予約権 2,485 2,140

非支配株主持分 25,445 23,511

純資産の部合計 3,512,656 3,402,087

負債及び純資産の部合計 21,855,328 22,103,718
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2015年４月１日
　至　2015年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
　至　2016年12月31日)

経常収益 3,345,376 3,812,495

保険引受収益 2,893,649 3,309,235

（うち正味収入保険料） 2,498,279 2,538,961

（うち収入積立保険料） 97,840 91,802

（うち積立保険料等運用益） 37,931 37,482

（うち生命保険料） 255,350 633,129

資産運用収益 377,362 420,385

（うち利息及び配当金収入） 294,979 299,542

（うち金銭の信託運用益） 22 119

（うち売買目的有価証券運用益） 890 19,466

（うち有価証券売却益） 98,031 99,029

（うち有価証券償還益） 443 517

（うち金融派生商品収益） 9,077 －

（うち特別勘定資産運用益） 3,261 23,910

（うち積立保険料等運用益振替） △37,931 △37,482

その他経常収益 74,364 82,874

（うち負ののれん償却額） 7,671 7,671

（うち持分法による投資利益） 679 －

経常費用 3,095,138 3,496,702

保険引受費用 2,534,913 2,823,053

（うち正味支払保険金） 1,243,204 1,296,379

（うち損害調査費） 94,352 98,793

（うち諸手数料及び集金費） 496,013 486,044

（うち満期返戻金） 159,429 143,131

（うち契約者配当金） 123 68

（うち生命保険金等） 287,187 444,129

（うち支払備金繰入額） 144,646 132,099

（うち責任準備金等繰入額） 102,335 218,776

資産運用費用 33,581 58,648

（うち金銭の信託運用損） 8 3,236

（うち有価証券売却損） 10,462 18,431

（うち有価証券評価損） 8,168 4,852

（うち有価証券償還損） 834 2,121

（うち金融派生商品費用） － 18,991

営業費及び一般管理費 516,046 602,150

その他経常費用 10,596 12,850

（うち支払利息） 5,126 8,138

（うち貸倒損失） 64 176

（うち持分法による投資損失） － 249

（うち保険業法第113条繰延資産償却費） 2,870 2,870

経常利益 250,238 315,792

 

EDINET提出書類

東京海上ホールディングス株式会社(E03847)

四半期報告書

13/24



 

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2015年４月１日
　至　2015年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
　至　2016年12月31日)

特別利益 205 8,073

固定資産処分益 129 5,628

その他 ※ 76 2,445

特別損失 6,240 6,872

固定資産処分損 580 1,351

減損損失 1,380 803

特別法上の準備金繰入額 4,227 4,439

価格変動準備金繰入額 4,227 4,439

その他 52 278

税金等調整前四半期純利益 244,203 316,993

法人税及び住民税等 71,461 93,225

法人税等調整額 △9,099 △5,306

法人税等合計 62,362 87,918

四半期純利益 181,841 229,075

非支配株主に帰属する四半期純利益 926 940

親会社株主に帰属する四半期純利益 180,914 228,134
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2015年４月１日
　至　2015年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2016年４月１日
　至　2016年12月31日)

四半期純利益 181,841 229,075

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △117,404 146,101

繰延ヘッジ損益 △1,694 △6,932

為替換算調整勘定 △56,126 △368,091

退職給付に係る調整額 3,711 4,236

持分法適用会社に対する持分相当額 △955 △2,830

その他の包括利益合計 △172,469 △227,516

四半期包括利益 9,371 1,558

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 11,891 2,767

非支配株主に係る四半期包括利益 △2,520 △1,208
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【注記事項】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社および国内連結子会社は、有形固定資産の減価償却方法について、従来、定率法（ただし、1998年４月１日以後

に取得した建物（建物付属設備等を除く）については定額法）を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より

定額法に変更しております。

これは近年の海外保険事業の拡大により定額法を採用する会社の割合が高まったことを契機に減価償却方法の見直し

を行ったところ、当社グループで保有する有形固定資産は、耐用年数にわたり安定的に使用されることが見込まれ、耐

用年数にわたって均等に費用配分することが実態をより適正に表すものと判断したことによるものであります。これに

より、定額法を採用する海外連結子会社と会計方針が統一されております。

　この結果、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間の経常利益および税金等調整前四半期純利益はそれぞれ

2,198百万円増加しております。

 

（追加情報）

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１四半

期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　東京海上日動火災保険㈱は子会社の債務を保証しており、各社に対する保証残高は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 
 

前連結会計年度

（2016年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（2016年12月31日）

Tokio Marine Compania de Seguros, S.A. de C.V. 4,324 4,000

Tokio Marine Pacific Insurance Limited 3,670 3,603

Tokio Marine Global Limited 9 －

合計 8,004 7,603

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　特別利益の「その他」は、前第３四半期連結累計期間においては関係会社清算益76百万円であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれん償却額および負ののれん償却額

は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2015年４月１日
至 2015年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2016年４月１日
至 2016年12月31日）

減価償却費 30,726 61,210

のれん償却額 22,331 42,657

負ののれん償却額 △7,671 △7,671
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（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年12月31日）

 

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2015年６月29日

定時株主総会
普通株式 41,502 55.00 2015年３月31日 2015年６月30日 利益剰余金

2015年11月18日

取締役会
普通株式 39,621 52.50 2015年９月30日 2015年12月２日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年12月31日）

 

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2016年６月27日

定時株主総会
普通株式 43,394 57.50 2016年３月31日 2016年６月28日 利益剰余金

2016年11月18日

取締役会
普通株式 50,959 67.50 2016年９月30日 2016年12月２日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 前第３四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年12月31日）

 １．報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

(注)１、２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
 

国内損害

保険事業

国内生命

保険事業

海外

保険事業

金融・

一般事業
計

経常収益 2,043,317 300,457 1,101,001 56,748 3,501,525 △156,148 3,345,376

セグメント利益 145,109 23,726 77,164 4,234 250,234 3 250,238

（注）１．経常収益の調整額△156,148百万円のうち主なものは、セグメント間取引の消去額△24,192百万円および国内

生命保険事業セグメントに係る経常収益のうち責任準備金等戻入額122,236百万円について、四半期連結損益

計算書上は、経常費用のうち責任準備金等繰入額に含めたことによる振替額であります。

　 ２．セグメント利益の調整額3百万円は、セグメント間取引の消去額等であります。

  ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

 ２．報告セグメントごとの資産に関する情報

　当第３四半期連結会計期間において、HCC Insurance Holdings, Inc.の株式を取得し、同社および傘下の子会社

等を連結の範囲に含めております。これにより、前連結会計年度の末日に比べ、当第３四半期連結会計期間の報告

セグメントの資産の金額は、海外保険事業セグメントにおいて1,618,612百万円増加しております。

 

 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

　海外保険事業セグメントにおいて、HCC Insurance Holdings, Inc.の株式を取得し、連結子会社としておりま

す。当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては343,343百万円であります。

 

 当第３四半期連結累計期間（自　2016年４月１日　至　2016年12月31日）

 報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

(注)１、２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)３
 

国内損害

保険事業

国内生命

保険事業

海外

保険事業

金融・

一般事業
計

経常収益 1,992,185 532,776 1,258,277 61,511 3,844,750 △32,255 3,812,495

セグメント利益 214,824 17,931 78,381 4,656 315,793 △0 315,792

（注）１．経常収益の調整額△32,255百万円のうち主なものは、セグメント間取引の消去額△26,289百万円および海外保

険事業セグメントに係る経常費用のうち為替差損3,636百万円について、四半期連結損益計算書上は、経常収

益のうちその他運用収益に含めたことによる振替額であります。

　 ２．セグメント利益の調整額△0百万円は、セグメント間取引の消去額等であります。

  ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

（単位：百万円）

種類

前連結会計年度
（2016年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2016年12月31日）

連結
貸借対照表
計上額

時価 差額
四半期連結
貸借対照表
計上額

時価 差額

公社債 3,511,474 4,451,153 939,678 4,451,309 5,172,755 721,446

外国証券 27,016 26,800 △215 35,193 33,838 △1,355

合計 3,538,490 4,477,954 939,463 4,486,502 5,206,594 720,091

 

２．責任準備金対応債券

（単位：百万円）

種類

前連結会計年度
（2016年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2016年12月31日）

連結
貸借対照表
計上額

時価 差額
四半期連結
貸借対照表
計上額

時価 差額

公社債 50,128 52,996 2,868 44,150 46,227 2,076

外国証券 26,948 28,318 1,370 22,764 23,291 526

合計 77,076 81,315 4,239 66,915 69,518 2,603

 

３．その他有価証券

（単位：百万円）

種類

前連結会計年度
（2016年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2016年12月31日）

取得原価
連結

貸借対照表
計上額

差額 取得原価
四半期連結
貸借対照表
計上額

差額

公社債 3,536,463 4,055,081 518,618 3,522,575 3,950,354 427,779

株式 685,238 2,270,759 1,585,521 657,210 2,487,899 1,830,688

外国証券 3,951,169 4,060,303 109,133 3,766,846 3,939,723 172,877

その他 1,428,991 1,429,840 848 1,265,397 1,285,836 20,439

合計 9,601,863 11,815,984 2,214,121 9,212,030 11,663,814 2,451,783

　　（注）１．時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は、上表に含めておりません。

２．前連結会計年度の「その他」には、連結貸借対照表において現金及び預貯金として処理されている譲渡性預金（取得原価64,319

百万円、連結貸借対照表計上額64,321百万円、差額2百万円）ならびに買入金銭債権として処理されている海外抵当証券等(取得原

価1,344,281百万円、連結貸借対照表計上額1,343,216百万円、差額△1,064百万円）を含めております。

   当第３四半期連結会計期間の「その他」には、四半期連結貸借対照表において現金及び預貯金として処理されている譲渡性預金

（取得原価53,493百万円、四半期連結貸借対照表計上額53,495百万円、差額2百万円）ならびに買入金銭債権として処理されている

海外抵当証券等(取得原価1,197,518百万円、四半期連結貸借対照表計上額1,216,196百万円、差額18,678百万円）を含めておりま

す。

３．その他有価証券（時価を把握することが極めて困難と認められるものを除く。）について、前連結会計年度においては19,238百

万円（うち、株式1,136百万円、外国証券14,960百万円、その他3,141百万円）、当第３四半期連結累計期間においては5,890百万円

（うち、株式38百万円、外国証券3,826百万円、その他2,025百万円）減損処理を行っております。

　　　 なお、有価証券の減損については、原則として、第３四半期連結会計期間末（連結会計年度末）の時価が取得原価と比べて30％

以上下落したものを対象としております。
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（デリバティブ取引関係）

                                                                                  （単位：百万円）

対象物
の種類

取引の種類

前連結会計年度
（2016年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2016年12月31日）

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

通貨

通貨先物取引       

売建 11,315 △0 △0 3,485 － －

買建 488 9 9 390 － －

為替予約取引       

売建 551,317 913 913 774,326 △45,350 △45,350

買建 57,266 △256 △256 91,398 △327 △327

通貨スワップ取引 103,368 △1,265 △1,265 37,413 － －

通貨オプション取引       

売建

 

60,583

(5,406)

 
6,073

 
△667

52,430

(332)

 
1,683

 
△1,351

買建

 

36,019

(2,424)

 
4,272

 
1,848

21,700

(272)

 
1,594

 
1,322

金利

金利先物取引       

売建 71,312 － － 18,242 － －

買建 801 － － 1,815 － －

金利オプション取引       

売建

 

7,159

(213)

 
－

 
213

－

(－)

 
－

 
－

金利スワップ取引 3,079,349 38,495 38,495 2,682,999 3,380 3,380

株式

株価指数先物取引       

売建 12,654 45 45 13,981 △378 △378

買建 4,700 83 83 14,502 △80 △80

株価指数オプション取引       

売建

 

77,990

(2,616)

 
1,527

 
1,089

102,503

(2,664)

 
3,289

 
△625

買建

 

91,821

(9,111)

 
4,566

 
△4,544

103,106

(9,189)

 
6,559

 
△2,630

債券

債券先物取引       

売建 167,555 41 41 341,113 △2,038 △2,038

買建 － － － 203,431 237 237

債券店頭オプション取引       

売建

 

56,920

(793)

 
687

 
106

34,667

(116)

 
66

 
50

買建

 

46,740

(285)

 
266

 
△19

34,667

(180)

 
348

 
167
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                                                                                    （単位：百万円）

対象物
の種類

取引の種類

前連結会計年度
（2016年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2016年12月31日）

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

信用
クレジット・デリバティブ取引       

売建 17,250 △318 △318 16,872 △177 △177

商品 商品スワップ取引 4,259 △145 △145 3,012 △143 △143

その他

指数バスケット・オプション取引       

買建

 

128,476

(48,542)

 
△2,642

 
△51,184

68,867

(37,533)

 
△2,685

 
△40,218

自然災害デリバティブ取引       

売建

 

32,882

(2,490)

 
1,189

 
1,301

40,812

(4,403)

 
1,878

 
2,524

買建

 

19,623

(1,055)

 
512

 
△543

28,392

(3,343)

 
1,190

 
△2,153

ウェザー・デリバティブ取引       

売建

 

13

(1)

 
0

 
0

13

(1)

 
0

 
0

その他の取引       

買建 3,305 223 223 2,089 207 207

合計 ― 54,280 △14,572 ― △30,742 △87,582

（注）１．下段（　）書きの金額は、オプション料の金額であります。

　　　２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載の対象から除いております。

 

 なお、運用目的の金銭の信託内において、デリバティブ取引を利用しております。取引の詳細は以下のとおりで

あります。

                                                                                    （単位：百万円）

対象物
の種類

取引の種類

前連結会計年度
（2016年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2016年12月31日）

契約額等 時価 評価損益 契約額等 時価 評価損益

通貨
為替予約取引       

売建 59,940 73 73 108,430 △1,243 △1,243

株式

株式オプション取引       

売建

 

－

(－)

 
－

 
－

7,039

(724)

 
1,538

 
△814

買建

 

－

(－)

 
－

 
－

7,039

(724)

 
52

 
△672

債券
債券先物取引       

売建 7,865 38 38 36,086 265 265

合計 ― 112 112 ― 612 △2,464

（注）下段（　）書きの金額は、オプション料の金額であります。
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（１株当たり情報）

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2016年４月１日
至　2016年12月31日）

(1) １株当たり四半期純利益金額 239円71銭 302円40銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 180,914 228,134

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
180,914 228,134

普通株式の期中平均株式数（千株） 754,694 754,406

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 239円48銭 302円14銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 724 636

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　2016年11月18日開催の取締役会において、第15期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(1)　中間配当による配当金の総額……………………50,959百万円

　(2)　１株当たりの金額…………………………………67円50銭

　(3)　支払請求の効力発生日および支払開始日………2016年12月２日

　(注）2016年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書  

 

2017年２月14日

東京海上ホールディングス株式会社

取　締　役　会　御　中

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 荒　川　　　進

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 出　澤　　　尚

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 原　田　優　子

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東京海上ホール
ディングス株式会社の2016年４月１日から2017年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2016年10月１
日から2016年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2016年４月１日から2016年12月31日まで）に係る四半期連結
財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半
期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東京海上ホールディングス株式会社及び連結子会社の2016年12月31日
現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項
がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

　以　　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
          告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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